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１．はじめに  

近年，コンクリート構造物の解体時に発生するコ

ンクリート塊から骨材を採取して再利用する再生骨

材コンクリートに関する研究が行われている．この

再生骨材コンクリートの利用を促進することは，廃

棄物の削減や天然骨材資源の利用削減など持続可能

な社会の実現のために必要である． 

これまでの圧縮破壊性状に関する研究として吸水

率の増加に伴う圧縮強度の低下や高強度域に適用で

きないことが得られている 1)．川口らは軟化領域や

圧縮破壊エネルギーに着目した研究を行っている2)． 

本研究では，再生骨材コンクリートを用いた鉄筋

コンクリート部材の構造解析への適用を念頭に，最

大応力以降の軟化領域を含めた圧縮破壊性状ついて，

円柱供試体の圧縮破壊実験を通して検討した． 

２．実験方法 

（1）再生骨材の製造 
再生骨材の製造は，コンクリート塊をジョークラ

ッシャーで破砕したものを5㎜と25㎜のふるいでふ

るい分けることで行った．コンクリート塊は，富山

県西部地区から集積されたものを用いた． 
製造した再生骨材について，JIS A 1110 に準じて

密度試験および吸水率試験を実施した（表-1）． 
（2）実験ケース 
 実験ケースは，骨材種類とコンクリートの呼び強

度をそれぞれ 2 水準とした表-1 に示す 4 ケースであ

る．骨材種類は普通骨材と再生骨材を用い，呼び強

度は 18N/mm2と 30N/mm2を用いた． 

（3）円柱供試体の概要 
 円柱供試体は，図-1 に示すように，直径 100mm，

高さ 400mm の型枠に，長さ 380mm のアクリル棒

を型枠の上下 10mm の間隔をあけて針金で固定し，

その中にコンクリートを打込むことで製作した．打

込み後，実験室内において自然養生し、破壊実験前

に供試体の打込み面を研磨した． 
アクリル棒には，コンクリートとの付着を確保す

るために深さ 2~3mm，幅 2~3mm の切欠きを 40mm
間隔で設け，切欠きの中間にアクリル用のひずみゲ

ージを貼付した． 
（4）圧縮破壊実験 
 圧縮破壊実験には 2000kN 圧縮試験機を用いた．

円柱供試体の設置にあたり，試験機の支圧板と円柱

供試体との間には，２枚のテフロンシートの間にシ

リコングリスを挟んだ減摩シートを配置した．計測

表-1 試験条件と試験結果一覧表 

 

試験条件 骨材試験結果 材料試験結果 圧縮破壊実験結果

全領域 破壊域

N/mm2 % g/cm3 N/mm2 kN/mm2 N/mm2 mm N/mm N/mm

N-18 18 27.3 23.1 22.9 160 20.6 15.1

N-30 30 31.2 26.9 34.9 160 27.2 15.2

L-18 18 25.5 24.2 20.2 80 10.0 5.8

L-30 30 31.6 24.3 23.8 120 14.5 13.5

圧縮破壊ｴﾈﾙｷﾞｰ
呼び強度 含水率 密度 圧縮強度 ﾔﾝｸﾞ係数

供試体
最大応力

破壊域
長さ

再生骨材 10.13 2.26

ケース名
骨材種類

普通骨材 1.27 2.65

キーワード：再生骨材コンクリート，圧縮破壊性状，円柱供試体，局所ひずみ 
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図-1 円柱供試体の形状寸法 
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は，載荷荷重と鉛直変位，供試体内部のひずみ（局

所ひずみ）について行い，データロガーで記録した． 
 最大荷重以降の載荷では，急激な破壊を防止する

ために荷重が低下し始めた点で，除荷し再載荷する

ことを繰り返した． 
３．実験結果 
（1）応力－局所変位関係の包絡線 

4 ケースの応力－局所変位（合計値）関係の包絡

線を図‐2 に示す．ここでの応力は実験から得られ

た荷重を供試体断面積で除したものである．局所変

位とはアクリル棒に貼付したひずみゲージから得ら

れたひずみに区間長 40mm を乗じた値であり，図は

10 区間の合計である．なお，図中の N-30 では供試

体が除荷・再載荷の過程において急激に破壊し，応

力が 28N/mm2付近から 5N/mm2付近まで低下した． 
呼び強度の同じ N-18 と L-18、N-30 と L-30 をそ

れぞれ比較すると，応力が低下し始めるまでは局所

ひずみの増加に対する応力の増加が同様の曲線を表

した．最大応力以降について，N-18 と L-18 を比較

すると N-18 の荷重は緩やかに低下したのに対して，

L-18 の荷重は急激に低下した． 
（2）破壊領域 

呼び強度が 18N/mm2 の局所ひずみ分布を図-3 に

示す．図の局所ひずみ分布は，最大応力時点（σmax）

と応力が最大応力の８割まで低下した時点（0.8σmax）

の分布である．N-18 の局所ひずみは供試体高さ

180mm～300mm で増加したのに対して、L-18 では

60mm～100mm の狭い範囲で増加した．著者ら 3)

はこの最大応力以降に局所ひずみが増加し続ける部

分を「破壊域」と定義しており，N-18 の破壊域長さ

が 160mm であったのに対して、L-18 の破壊域長さ

は 80mm と小さくなった．呼び強度 30N/mm2でも

表-1 のように N-30 の破壊域長さ 160mm に比べ，

L-30 の破壊域長さ 80mm と小さくなった． 
（3）圧縮破壊エネルギー 

表-1 に全領域と破壊域の圧縮破壊エネルギーを示

す．本研究では圧縮破壊エネルギーを単位面積あた

りの荷重（応力）と局所変位の曲線で囲まれた面積

として整理した．全領域の値は，最大応力の大きい

N-30 で大きく，再生骨材コンクリートの L-18 で小

さくなった．破壊域の圧縮破壊エネルギーは，普通

骨材コンクリートのN-18とN-30で同程度の値とな

った．L-30 の破壊域の値は全領域の値の 93%と破壊

域でほとんどのエネルギーを吸収していることが分

かった．破壊域長さとエネルギー吸収範囲を考える

と，再生骨材コンクリートは圧縮破壊が局所化しや

すい傾向にあることを確認できた． 
４．まとめ 

本研究で得られた知見を以下に示す． 
①再生骨材コンクリートの応力は，最大応力以降，

普通骨材コンクリートの応力に比べて急激に低

下することが確認できた． 

②再生骨材コンクリートは圧縮破壊が局所化しやす

い傾向にあることを確認できた． 
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図-2 応力と局所変位の関係 

(a) N-18        (b) L-18 
図-3 供試体高さと局所ひずみの関係 
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